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１．はじめに

本稿は，先行研究のレビューを通じて，海外

子会社の製品開発に関する研究の課題を明らか

にすることを目的としている。

１９６０年代に構築された伝統的な多国籍企業

の理論では，海外子会社による製品開発は想定

していなかった。多国籍企業は，本国親会社内

にある知識等の経営資源の優位性（Hymer，

１９６０），あるいは本国環境の優位性（Vernon，

１９６６）に基づいて製品開発を行う。したがっ

て，本国親会社による本国での製品開発を前提

とし，海外子会社については製品を現地国へ導

入する存在として一律にとらえていた。

ところが，やがて多国籍企業は伝統的な理論

では想定していない行動をとりはじめた。多国

籍企業は，海外でも研究開発を実施するように

なり，海外子会社は製品開発や基礎研究などの

多様な役割を担うようになった。１９７０年代後

半より，海外子会社による様々な研究開発活動

に着目した研究がはじまっている（たとえば，

Ronstadt，１９７７，１９７８）。そして，１９９０年前後

には，こうした海外子会社の活動こそが，多国

籍企業に優位性をもたらすという主張がなされ

るようになった（Bartlett & Ghoshal，１９８９）。

というのも，多くの企業が多国籍化しグロー

バル競争が激化した結果，イノベーション以外

の競争優位の特質（たとえば，品質，製造の効

率性など）についてはその差が縮みつつある

（Doz & Prahalad，１９８８；Doz，２００６）。そのた

め，企業が，競争，成長していくためには，研

究開発によってイノベーションを生み出してい

くことが不可欠である（岩田，２００７）。ところ

が，イノベーションの源泉となる知識は各国に

分散かつ偏在している（Badaracco，１９９１）。そ

こで，多国籍化した強みを活かして，知識が実

在する環境においても研究開発を実施し，その

成果をグローバルに活用することが，多国籍企

業に優位性をもたらす（Bartlett & Ghoshal，

１９８９；岩田，１９９４；２００７；浅川，２００３；Doz，

２００６他）。この具体策として，海外子会社によ

る研究開発とその成果のグローバルな活用の重

要性がますます高まり，それに関わる諸問題の

解明が理論的にも実践的にも重要な研究課題と

なっているのである。

研究開発には，OECD などさまざまな機関

が定義しているが，本稿では総務省統計局によ

る定義を用いる。総務省統計局『科学技術研究

調査報告』（毎年刊行）では，研究を次のように

定義している。「『研究』とは，事物・機能・現

象などについて新しい知識をうるために，ある

いは，既存の知識の新しい活用の道を開くため

に行われる創造的な努力及び探究をいう。会社

の場合には，製品及び生産・製造工程などに関

する開発や技術的改善を図るために行われる活

動も研究業務（以下省略）」に該当するとしてい

る。

また，この研究について，さらに次の３つに

分類し定義している。

基礎研究は，「特別な応用，用途を直接に考

慮することなく，仮説や理論を形成するため若

しくは現象や観察可能な事実に関して新しい知

識をうるために行われる理論的又は実験的研

究」である。応用研究は，「基礎研究によって発
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見された知識を利用して，特定の目標を定めて

実用化の可能性を確かめる研究及び既に実用化

されている方法に関して，新たな応用方法を探

索する研究」である。開発研究は，「基礎研究，

応用研究及び実際の経験から得た知識の利用で

あり，新しい材料，装置，製品，システム，工

程等の導入又は既存のこれらのものの改良をね

らいとする研究」である。

岩田（２００７）は，「この『研究』の内容は，実質

的には『開発』の内容も含んでおり，『研究開発』

の定義として考えることができる。また，『基

礎研究』と『応用研究』の内容は，そのまま一般

的な『基礎研究』と『応用研究』あるいは単なる

『研究』の定義として，『開発研究』の内容はその

まま一般的な『開発』の定義として考えることが

できる」としている。そこで，本稿において

も，総務省統計局および岩田（２００７）に準じて，

研究開発をとらえることにしたい。

以上の研究開発の定義から，研究開発の構成

は図１のとおり表される。基礎研究は特別な応

用，用途を目的としない理論的・実験的研究で

ある。応用研究は，基礎研究成果の実用化を目

的とする探索的研究である。開発研究は，生

産・製造工程，製品等の具体的な事物の開発・

改良を目的とする実践的研究であり，製品開発

はこの開発研究のひとつに位置づけられる。こ

のように，それぞれ目的とする成果は異なる以

上，活動内容や必要となるインプットには，共

通点もある一方で相違点も多く存在すると考え

られる。

そこで，本稿では，研究開発のなかでも製品

開発に焦点を当てることにしたい。製品には，

知識，技術的ノウハウ，素材要素，財務的価値

といった企業のさまざまな資源が埋め込まれ

（Mauri & Phatak，２００１），その製品によって企

業の利益や社会的イメージのほとんどが決定づ

けられる。そのため，製品開発は，企業の成長

や存続を左右する製造業の存続意義そのもので

ある（延岡，２００２）。ところが，製品開発に関す

る研究には膨大な蓄積がある一方で（川上，

２００５，p.２４），多国籍企業研究では，海外にお

ける製品開発を個別に取り上げた研究は少ない

（椙山，２００１，２００９）。海外での製品開発は，海

外研究開発活動の一環として研究が進められて

いる。しかも，多国籍企業における海外研究開

発に着目した先行研究は，体系的，系統的に行

われてきたというよりは，どちらかというとそ

れぞれの関心に基づいて個別的，断片的に行わ

れてきた傾向が強く，先行研究の体系的な把握

は困難である（岩田，２００７）。

そこで，本稿では，まず海外における製品開

発について先行研究によってどこまでが解明さ

れ，どこまでが未解明であるのかを把握し，今

後の研究課題を明らかにすることにしたい。具

体的には，多国籍企業における研究開発に着目

した先行研究のなかから，海外子会社による製

品開発活動もしくは活動の変化プロセスを分析

した実証研究のレビューを行う１）。この基準に

１）多国籍企業全体の観点から製品開発活動を分析
した研究には，国境を超えた製品開発チームに
おけるコミュニケーションを分析した研究

（McDonough�, Kahn & Griffin，１９９９），本国
親会社における海外の知識の活用を分析した研
究（Subramaniam & Venkatraman,２００１），多国籍
企業全体の組織構造に着目した研究（Chiesa，
２０００）などがあるが，本稿では海外子会社の単

研究開発

基礎研究

応用研究

開発研究

材料（素材）開発

装置開発

製造・生産工程の開発

システム開発

製品開発

図１ 研究開発の構成
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沿う海外の製品開発に関連する先行研究は，製

品開発に対する視点によって大きく４つに分類

できる。第１に，活動の変化に着目した研究で

ある。第２に，インプットに着目した研究であ

る。第３に，アウトプットに着目した研究であ

る。第４に，活動の変化プロセスに着目した研

究である。以降では，この４つに分類した根拠

を説明し，各分類に属すると考えられる研究を

取り上げ検討する。最後に，これらの先行研究

の検討結果を総括し，今後の研究課題について

考察し結びとする。

２．活動の変化に着目した研究

上述したように，海外子会社による製品開発，

あるいは研究開発は，伝統的な多国籍企業の理

論では想定していない現象である。さらに，こ

れらの海外子会社の役割こそが，多国籍企業の

優位性のひとつになることが指摘されるように

なっている（Bartlett & Ghoshal，１９８９他）。し

たがって，海外子会社がどのような役割を担っ

ているのか，それぞれの役割にはどのような相

違があるのかを明らかにすることは，多国籍企

業研究における重要な課題である。そこで，た

とえば Bartlett & Ghoshal（１９８９）などの多くの

研究者が，さまざまな基準によって海外子会社

を役割に応じて類型化している（Pearce，１９９９

b 他）。これらの役割類型化研究では，個々の

役割の具体的な内容の検討よりも，その前提と

して表出している海外子会社の役割，役割間の

相違の解明を目的としている。

このなかには，製品開発活動をひとつの基準

として海外子会社の役割を類型化し，多様な研

究開発・製品開発活動と活動の変化の実態解明

を重視した研究が行われている。これらの研究

を「活動の変化へ着目した研究」へ分類する。

� Ronstadt の研究

Ronstadt（１９７７，１９７８）は，米国多国籍企業７

社の R&D 海外子会社５５社（うち，４２社が新

設，１３社が買収）を対象とした事例研究に基づ

き，R&D 海外子会社を役割に応じて次の４つ

に類型化している。

第１に，本国親会社から製造技術を移転し，

現地市場へ対応する技術移転拠点（Transfer

Technology Units：TTUs）である。第２に，

現地市場向けに製品開発，技術開発を行う現地

開 発 拠 点（Indigenous Technology Units：

ITUs）である。第３に，世界市場向けに製品開

発，技 術 開 発 を 行 う 世 界 開 発 拠 点（Global

Technology Units：GTUs）2）である。第４に，

文字通り基礎研究に特化する基礎研究拠点

（Corporate Technology Units：CTUs）である。

また，Ronstadt は，R&D 海外子会社の役割

を経時的に分析している。新設された R&D 海

外子会社を対象に，設立時の役割と調査時の

１９７４年時点の役割を比較し，R&D 海外子会社

の役割の変化を明らかにしている。新設された

R&D 海外子会社４２社は，設立時には３１社が

技術移転拠点，２社が現地開発拠点，５社が世

界開発拠点，４社が基礎研究拠点として設立さ

れていた。したがって，R&D 海外子会社は技

術移転拠点として設立される傾向が強いことが

示されている。ところが，この構成は調査時の

１９７４年には変化している。技術移転拠点３１社

のうち，２社は操業を中止し，９社は現地開発

拠点へ，３社は現地開発拠点を経て世界開発拠

点へ進化していた。残る１７社は，依然として

技術移転拠点の役割を果たしていた。また，基

礎研究拠点のうち，１社は操業を中止し，１社

は技術移転拠点へと役割を変更していた。

以上から，Ronstadt は，R&D 海外子会社の

役割は，時間を経るのにしたがって世界市場向

けの活動へ変化する傾向をもつことを指摘して

独による製品開発を分析した研究をレビュー対
象とする。

２）Ronstadt（１９７７）では，世界市場向けの製品・技
術開発拠点を Global Product Units（GPUs）と表
記しているが，本稿では Ronstadt（１９７８）の表
記を用いる。
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いる。また，この傾向は必ずしもすべての R&

D 海外子会社に当てはまるものではないもの

の，一般的な傾向であると主張している（Ron-

stadt,１９７８，p.２２）。さらに，Ronstadt は，海外

子会社の従業員数の増加と R&D 海外子会社の

事業目的の変化の２つに着目し，この役割変化

プロセスを分析している。

このように，Ronstadt（１９７７，１９７８）では，海

外子会社が実施する多様な研究開発活動と活動

内容の変化の実態解明に主眼をおいた研究がな

されている。そこでは，活動内容の変化プロセ

スについても分析が加えられている。製品開発

活動に注目すると，主に海外子会社は，現地市

場向けの活動から世界市場向けの活動へ変化を

遂げることが明らかにされている。

� Behrman & Fischer の研究

Behrman & Fischer（１９８０a，１９８０b）は，米国

多国籍企業３４社，ヨーロッパ多国籍企業１６社

の R&D 海外子会社（米系１０６社，ヨーロッパ

系１００社）の事例研究に基づいて，R&D 海外子

会社の活動を次の３つに類型化している。

第１に，本国市場における本国親会社の活動

を支援するために，原料・部品の供給，生産な

どを実施する「本国市場志向型活動」である。こ

の活動を実施していたのは，米国系 R&D 海外

子会社３社だった。第２に，現地市場向けに製

品の改良・開発を行う「現地市場志向型活動」で

ある。米系 R&D 海外子会社９６社，ヨーロッ

パ系８８社がこの活動を実施していた。米系で

は製品の改良が主な活動であったが，２５社が

製品開発を実施していた。第３に，世界市場向

けの製品開発，調査研究を行う「世界市場志向

型活動」である。米系 R&D 海外子会社７社が

この活動を実施し，そのうち５社が製品開発を

実施していた。ヨーロッパ系では，１２社が実

施していた。

また，設立に関するデータが得られた米系 R

&D 海外子会社７１社のうち，３７社が技術サー

ビス的な活動から上述の３つの活動を実施する

ように変化した事実を明らかにした。すなわ

ち，２社が本国市場志向型活動，３３社が現地市

場志向型活動，２社が世界市場志向型活動を実

施するように活動内容が変化してい た。

Behrman & Fischer は，技術サービス的な活動

から世界市場志向型活動への変化のプロセスに

おいて，現地市場志向型活動への変化を経たの

かどうかは調査していない。しかし，この結果

は Ronstadt（１９７７，１９７８）の指摘を少なくとも

部分的に裏づけているといえる。

また，Behrman & Fischer（１９８０a）では，デュ

ポン，ユニリーバ，ジョンソン・アンド・ジョ

ンソンの３社の研究開発活動について詳細な事

例研究も行っている。そこでは，現地の市場

ニーズ，競合他社などの影響により海外子会社

が製品の改良および開発に着手し，その結果，

なかには本国親会社にはない独自製品や多国籍

企業内の他の拠点においても活用される製品を

開発する海外子会社の活動が示されている。さ

らに，これらの海外子会社の製品開発活動に

は，本国親会社，多国籍企業内の他の海外子会

社も影響を及ぼすことも示されている。

以上のとおり，Behrman & Fischer（１９８０a，

１９８０b）においても，主に海外子会社による多

様な研究開発活動の内容とその変化の実態の解

明に主眼をおいた研究がなされている。製品開

発活動については，現地市場向けと世界市場向

けの活動の２つのタイプが明らかにされてい

る。また，その活動の変化には，Ronstadt（１９７７，

１９７８）の指摘を少なくとも部分的に裏づける傾

向が明らかにされている。

� 根本の研究

根本（１９８７；１９９０）は，日本多国籍企業の海外

研究所にも，Ronstadt（１９７７，１９７８）と同様の傾

向を確認している。根本は，海外研究所を類型

化し，日本多国籍企業の海外研究所１０５拠点，

外資系企業の在日研究所４７拠点を分類してい

る。根本は，�海外研究所の設立目的（市場志

向もしくは技術志向），�研究拠点間の関係（統
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合志向あるいは独立志向）の２軸によって次の

５つに類型化した。

第１に，現地技術センターである。市場向け

のマイナーチェンジを中心的な活動とする技術

センターであり，本国親会社との関係は強いが

研究拠点間の関係は独立的な海外研究所であ

る。このタイプの海外研究所は，日系では１７

拠点，外資系では４拠点だった。

第２に，製品開発センターである。このタイ

プは，市場への接近を重視し地域市場向けの製

品開発を実施する海外研究所である。日系では

２７拠点，外資系では２３拠点が確認された。

第３に，技術開発センターである。このタイ

プでは，独立性が強く，現地の技術資源を活用

し，技術あるいは製品の開発を行っている。開

発センターが市場志向に基づいて設立されるの

に対し，技術開発センターでは技術志向が強い

ため市場をそれほど限定しない活動を実施して

いる。日系では４２拠点，外資系では３拠点が

このタイプに分類されている。

第４に，グローバル技術研究センターであ

る。技術資源の獲得を目的に設立され，各国の

拠点と情報交換し，地域市場，世界市場向けの

製品開発，技術開発を調整のもとに分担する海

外研究所である。このタイプは，日系では１９

拠点，外資系では９拠点が確認されている。

第５に，グローバル R&D ネットワークであ

る。グローバルなネットワークに統合され，製

品開発等の研究開発を実施する海外研究所であ

る。このタイプは，日系では確認されず，外資

系では９拠点が確認されている。

根本は，これらの調査に基づいて，日本多国

籍企業の海外研究所の方が技術志向が強く，外

資系企業の海外研究所の方が市場志向の強い特

徴があることを指摘している。また，日本多国

籍企業よりも外資系企業の海外研究所の方が，

世界的分業のなかで研究開発を実施する傾向が

強いことを指摘している。

さらに，根本は，日本多国籍企業の海外研究

所の役割は，上述の Ronstadt の指摘とは異な

る変化を遂げる傾向を明らかにしている。すな

わち，日本多国籍企業の海外研究所には，�現

地技術センター→製品開発センター→グローバ

ル技術センター，�現地技術センター→技術開

発センター→グローバル技術センターという２

パターンの役割変化が確認されている。ただ

し，製品開発活動に注目すると，現地市場向け

の活動から世界市場向けの活動へ変化する傾向

が確認されている。そのため，Ronstadt（１９７７，

１９７８）の指摘と同様の結果を得ている。

以上のように，根本は，日本多国籍企業の海

外研究開発の特徴を明らかにしている。また，

海外子会社による多様な製品開発活動を明らか

にし，その活動が次第に世界市場向けへと変化

を遂げることも明らかにしている。

�� Hakanson & Nobel の研究
�Hakanson & Nobel（１９９３a，１９９３b）は，ス

ウェーデン多国籍企業の海外研究所（１５１拠点）

に対する質問票調査に基づいて，海外研究所の

影響因を分析している。
�まず，Hakanson & Nobel は，�海外研究所

を維持する動機と�海外研究所が創設された歴

史的過程から，海外研究所を次の５つに分類し

た。

第１は，市場志向型拠点である。このタイプ

は，市場への接近を図るために設立され，当初

は現地市場へ向けた製品の適合，生産工程の改

良を目的にしている。しかし，このタイプに分

類された３２拠点のうち半数以上が，ある製品

ラインにおいて，開発から販売までの一連の活

動に対する世界的な権限を有するようになって

いた。

第２は，生産支援型拠点である。２１拠点が

このタイプに相当し，現地の新たな技術や製品

ノウハウへのアクセスを目的に，買収された海

外子会社に付属して設立されていた。そのほと

んどが，多国籍企業の既存技術とは異なる技術

に特化し，現地の生産拠点への支援を目的とし

ている。
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第３に，基礎研究拠点である。１３拠点がこ

のタイプに相当し，現地の技術インフラの活用

を目的に設立されている。このタイプは，買収

あるいは既存研究所の進化によって誕生したの

ではなく，多国籍企業の新規設立によって誕生

している。

第４に，政治的動機型拠点である。２９拠点

がこのタイプに該当し，現地政府の政策，要請

あるいは労働規約等への対応を目的に設立され

る。

第５に，複数動機型拠点である。前述の４つ

のタイプの動機あるいは歴史的過程が，文字通

り複数混在するタイプである。５６拠点がこの

タイプに該当した。
�Hakanson & Nobel は，さらに各タイプの研

究所の影響因について分析している。その結

果，製品開発を実施する市場志向型拠点は，海

外子会社の設立年数が強い影響を及ぼしてお

り，Ronstadt（１９７７，１９７８）の指摘した R&D 海

外子会社の活動内容の変化と同様の傾向が確認

されている。また，この変化には，多国籍企業

の生産拠点の地理的な集約が影響を及ぼすこと

も指摘している。
�以上のとおり，Hakanson & Nobel も，R&D

海外子会社を類型化し，Ronstadt（１９７７，１９８８）

と同様の傾向を確認している。また，その影響

因について，多国籍企業内部の要因に着目して

分析を行っている。

� Pearce & Papanastassiou の研究

Pearce & Papanastassiou（１９９９）は，イギリス

に立地する海外研究所４８拠点に対する質問票

調査に基づいて，海外研究所の戦略的役割，活

動内容を明らかにし，戦略的役割の成長要因と

縮小要因を調査した。

まず，Pearce らは，海外研究所の戦略的役

割を次の４つに分類した。第１に，製品と生産

工程の改良を通して，イギリスの生産拠点を支

援する SL１型の役割である。第２に，製品と

生産工程の改良に関わるアドバイスを通して，

イギリス以外の生産拠点を支援する SL２型の

役割である。第３に，新製品を開発するために

在イギリス海外子会社の他の部門と協働する

LIL 型の役割である。第４に，生産拠点とは独

立し，多国籍企業の研究開発グループが実行・

調整する前競争的な研究開発計画の一部とし

て，基礎もしくは応用研究を行う IIL 型の役割

である。

海外研究所におけるこの４つ役割の相対的重

要性を調査したところ，製品開発に関わる LIL

型の役割は，米系海外子会社では重要であった

が，日系海外子会社での重要性は低かった。産

業別では，その他製造業，電機産業に属する研

究所においてもっとも重要性が高いという特徴

があった。

次に，Pearce らは，役割の他に海外研究所

の活動内容について，次の６つに分類した。第

１に，基礎研究である。第２に，多国籍企業内

の基礎研究成果の商業化を図る応用研究であ

る。第３に，自らの応用研究の成果に基づいた

製品開発である。第４に，多国籍企業内の他の

研究所による応用研究の成果に基づいた製品開

発である。第５に，製品の改良である。第６

に，生産工程の改良である。

この活動内容のなかでもっとも相対的重要性

が高かったのは，第３のタイプの製品開発だっ

た。また，米系およびヨーロッパ系の研究所に

おいて特に重要とされた。産業別では，電機と

その他製造産業に属する研究所での重要性が高

かった。第４のタイプの製品開発については，

第３のタイプほど重要性は高くなかったが，日

系研究所において高い重要性を示し，電機産業

に属する研究所での重要性が高かった。

また，海外研究所設立の影響因として，�海

外子会社に製品と生産工程の改良を促す競争，

�海外子会社に製品開発を促す競争，�イギリ

スの当該産業に関連する科学技術力の効果的な

活用，�イギリスの一般的な技術研究機関の効

果的な活用の４つに着目した。各影響因の相対

的重要性を調査したところ，�製品開発競争の
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重要性がもっとも高く，�改良競争の重要性は

もっとも低かった。

さらに，海外研究所の戦略的役割の成長の影

響因として，１）現地科学者の利用可能性，２）イ

ギリス政府の財務的支援，３）イギリス政府の政

策上の圧力，４）生産子会社の製品開発の志向，

５）独立的な役割を担う海外子会社に対する多国

籍企業の支援，６）多国籍企業の科学的活動を担

う海外研究所への支援の６つの要因が，海外研

究所の戦略的役割の成長に及ぼす影響を調査し

た。その結果，海外研究所の国籍，産業別に特

徴が見られた。概すると，６）科学的な活動を担

う海外研究所への支援，次いで４）製品開発の

志向が海外研究所の戦略的役割の成長に大きな

影響を及ぼしていた。３）イギリス政府の政策上

の圧力，次いで５）独立的な海外子会社への支

援の影響は小さかった。

最後に，海外研究所の縮小に及ぼす影響因と

して，a）科学者の不足，b）外部財務状況の悪

化，c）内部財務状況の悪化，d）イギリス政府

の望ましくない政策上の圧力，e）本国親会社に

よる海外研究所の役割を制限する意思決定，f）

グループの合理化，g）生産子会社に対する支

援の必要性の低下の７つの要因が，海外研究所

の戦略的役割の縮小に及ぼす影響を調査した。

その結果，b），c），e），f）の影響力が大きく，

財務状況と多国籍企業の内部要因が海外研究所

に多大な影響を及ぼすことを明らかにしてい

る。

このように，Pearce & Papanastassiou は，

海外研究所の役割変化に対して，成長を促す要

因，縮小を促す要因の両面から詳しく分析して

いる。また，主に技術に着目し，海外子会社，

現地環境だけでなく多国籍企業内部の要因も含

めた分析を行っている。このなかで，海外子会

社による製品開発活動にも着目している。

� 小括

以上の活動の変化に着目した研究では，

Behrman & Fischer（１９８０a，１９８０b），Pearce &

Papanastassiou（１９９９）を除き，技術志向（Ron-
�stadt，１９７７，１９７８），市場志向（Hakanson & No-

bel，１９９３a，１９９３b）あるいは双方（根本，１９８７，

１９９０）にかかわらず，海外子会社（海外研究所）

による製品開発活動は，現地市場向けから世界

市場向けへと活動がグローバル化する傾向が共

通して指摘されている３）。

この傾向は，米国多国籍企業（Ronstadt，

１９７７，１９７８），ス ウ ェ ー デ ン 多 国 籍 企 業
�（Hakanson & Nobel，１９９３a，１９９３b），日本多

国籍企業において（根本，１９８７，１９９０）確認され

ている。したがって，かなり一般的な傾向であ

ると考えられる。根本は，日本多国籍企業の海

外研究所に，Ronstadt の指摘とは異なる役割

変化のパターンを発見しているが，製品開発活

動については，Ronstadt 等と同様の傾向を確

認している。このような海外子会社による製品

開発活動の発見は，伝統的な多国籍企業の理論

では想定していない活動であり，活動の変化に

着目した研究の最大の貢献である。

なお，これらに類する現象を指摘した実証研

究として，海外子会社の世界製品マンデートに

着目した研究（Roth & Morrison，１９９２；Birkin-

shaw & Morrison，１９９５；Birkinshaw，１９９６

他）がある。世界製品マンデートとは，単独の

製品ラインにおける開発，製造およびマーケ

ティングのグローバルな権限を指す（Birkin-

shaw，１９９６，p.４６８）。ただし，これらの研究

は，製品開発ではなく海外子会社の権限に焦点

が当てられている。製品開発活動については詳

３）ただし，既述のとおり Behrman & Fischer
（１９８０a，１９８０b）は，Ronstadt（１９７７，１９７８）の指
摘を少なくとも部分的に裏づける事実を確認し
ている。

４）たとえば，Roth ＆ Morrison（１９９２）では，製品
開発における海外子会社のイニシアティブを従
属変数「海外子会社のグローバルマンデート」の
４つの構成要素のひとつに含め，製品開発能力
を独立変数「海外子会社の能力」の２つの構成要
素のひとつに含めて，海外子会社による製品開
発活動を分析しているのに過ぎない。
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細に分析していないため４），本稿ではレビュー

対象としていない。

３．インプットに着目した研究

製品開発などの研究開発活動は，企業のあら

ゆる経営活動のなかでもっともグローバル化さ

れにくい活動とされていた（Ghoshal，１９８７）。

研究者を各国に分散させるよりも，一か所に集

中させ研究開発を実施した方が，相乗効果や規

模の経済効果を期待できる。また，コミュニ

ケーションコスト，機密保持の観点からも，グ

ローバル化するよりも一か所に集中する方がリ

スクが少ない（Terpstra，１９７７）。しかし，製品

開発に必要な知識，資源は各国に分散している

（Badaracco，１９９１）。また，本国に研究開発を

集中していては，進出各国の市場ニーズへの迅

速できめ細やかな対応は難しくなる。今日，多

くの多国籍企業が海外において，製品開発や研

究開発を実施しているのは，グローバル化に

よって生じるリスクよりも，グローバル化に

よって得られるメリットを重視した結果と考え

られる。

製品開発をグローバル化することで，多国籍

企業は，自社内の既存資源だけでなく，各国に

分散する資源を自らのものとして活用できる。

このような，海外子会社による製品開発の大き

な利点のひとつである，海外の資源の取り込

み，すなわちインプットの側面を重視した研究

を「インプットへ着目した研究」として分類す

る。

� Pearce & Singh の研究

Pearce & Singh（１９９２）は，大手多国籍企業

２９６社（本国親会社１６３社，海外子会社１３３社）

に対する質問票調査を実施し，Pearce & Singh

（１９９７）はそれに追加的なデータと分析を加え

て，海外子会社による製品開発活動のインプッ

トを明らかにしている。

Pearce & Singh（１９９２，１９９７）は，海外研究所

の役割を次の３つに分類した。第１に，多国籍

企業の既存技術の効率的な活用を最大限にする

ために現地の生産，販売拠点を支援する SL型

（Support Laboratories）である。第２に，現地

の生産，販売拠点と協働し製品開発を行う LIL

型（Locally Integrated Laboratories）である。

第３に，多国籍企業のグローバルな研究開発活

動に統合され長期的な研究開発を実施する IIL

型（Internationally Interdependent Laborato-

ries）である。これらの役割の相対的有力度を

調査し，海外研究所の国籍と産業別の特徴を明

らかにしている。

また，海外研究所の活動内容を次の６つに分

類した。すなわち，�基礎研究，�現在の事業
において新製品を開発するための応用研究，�
現在の事業において新生産技術を開発するため

の応用研究，�現地市場に向けて既存製品を改
良するための応用研究，�現地市場に向けて生
産技術を改良するための応用研究，�新事業領
域に向けた新製品開発である。これらの活動を

実行する程度を調査し，同じく海外研究所の国

籍と産業別の特徴を明らかにしている。

そして，海外研究所のプロジェクトにおける

アイディアの源泉として，１）本国親会社からの

提案，２）多国籍企業内の他の研究所からの提

案，３）海外研究所自身の提案，４）現地・海外に

おける生産拠点からのフィードバック，５）現

地・海外における販売拠点からのフィードバッ

ク，６）現地・海外の販売経路の各拠点からの

フィードバック，７）現地・海外における顧客か

らのフィードバック，８）他企業との協働研究の

一部，９）現地の研究機関の９点に着目した。そ

れぞれの源泉が，海外研究所の役割，産業，国

籍ごとにどの程度の重要性をもつのか明らかに

している。

さらに，a）海外研究所のプロジェクトに対す

る本国親会社と多国籍企業内の他拠点の関与，

b）現地の科学機関（大学等）との協働の特徴を

明らかにしている。

この他に，海外研究所の成長に関わる意思決
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定に対する影響因として，供給要因，需要要

因，競争要因に３点に着目した５）。海外研究所

の役割（SL 型，LIL 型，IIL 型），産業，国籍に

おけるこれらの影響因の相対的重要性も明らか

にしている。

以上のように，Pearce & Singh（１９９２，１９９７）

は，海外子会社の役割とともに，研究開発，製

品開発のインプットについても，広範かつ多様

な側面から実態を明らかにしている。そのなか

で，製品開発活動についても分析している。

� Pearce & Papanastassiou の研究

Pearce & Papanastassiou（１９９６a，１９９６b，

１９９７）は，質問票調査に基づき，海外子会社あ

るいは海外研究所の役割，活動内容とともに，

そこでの技術の源泉，多国籍企業内部と現地環

境との協働の実態を明らかにしている。

Pearce & Papanastassiou（１９９６a）は，JETRO

（１９９１）が収集したデータと，質問票調査に基づ

いて，ヨーロッパに立地する日本多国籍企業の

海外子会社を調査している。

Pearce らは，JETRO（１９９１）のデータに基づ

いて，日系海外子会社がヨーロッパにおいて，

�基礎研究，�製品開発，�製品の改良，�生

産工程と技術の開発，�その他の多様な研究開

発を実施していることを明らかにした。また，

質問票調査に基づいて，海外子会社の役割（SL

指向，LIL 指向，IIL 指向）を調査し，英国に立

地する日系海外子会社は，主に製品開発と製品

の改良を重視していることを明らかにした。こ

うした製品開発と改良の目的は，１）ヨーロッパ

市場において海外子会社の競争力を高めるとと

もに，２）本国親会社による国際的イノベーショ

ン戦略の一画を担うことであることも明らかに

している。

この他，Pearce & Papanastassiou は，ヨー

ロッパにおいて顕著な成果をあげている電機産

業に属する日系海外子会社に注目し，他産業に

属する日系海外子会社，他国の多国籍企業の海

外子会社との相違を検討している。そのなか

で，海外子会社の役割，技術の源泉，活動内

容，現地科学機関との協働の実態を明らかにし

ている。

Pearce & Papanastassiou（１９９６b）は，イギリ

スに立地する海外子会社と海外研究所に対する

質問票調査に基づき，海外子会社の技術の源

泉，海外研究所の設立要因・役割変化の要因を

明らかにしている。また，多国籍企業内部，現

地環境に注目し，海外研究所による協働研究開

発の実態を明らかにしている。そのなかで，海

外研究所の役割を，�多国籍企業で調整・実行

される前競争的研究開発計画の一部として実施

する応用・基礎研究，�既存市場向けに他の海

外子会社と協働して実施する差別化された製品

の開発，�既存製品・生産工程の改良につい

て，イギリス生産拠点に対する支援，�既存製

品・生産工程の改良について，イギリス以外の

生産拠点に対する支援に分類している。した

がって，製品開発についても分析している。

Pearce & Papanastassiou（１９９７）は，ヨーロッ

パに立地する海外子会社に対する質問票調査に

基づき，海外子会社の製品開発活動，技術の源

泉等について，海外子会社の属する産業，本国

別の特徴を明らかにしている。まず，Pearce

& Papanastassiou は，調査対象となった海外

子会社のうち半数以上が，現地市場だけでな

く，ヨーロッパあるいはヨーロッパ以外の広範

な市場を対象としていることを明らかにした。

次に，海外子会社に付属する研究所の役割とし

て，�製品もしくは生産工程の改良，�製品開

発，�多国籍企業全体の基礎研究計画に対する

科学的知識供給の３つの相対的重要性を調査し

た。米系および日系海外子会社は�製品開発を

重視する傾向が強かったが，ヨーロッパ系海外

子会社は�製品もしくは生産工程の改良の方を

重視する特徴があった。この他に，Pearce &

Papanastassiou は，製品開発 を 実 施 す る 理
５）さらに計１４の下位項目に分類して，各影響因

の相対的重要性を調査した。
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由，技術の源泉，協働研究開発の実態等も明ら

かにしている。

以上のように，Pearce & Papanastassiou

（１９９６a，１９９６b，１９９７）は，主に海外子会社（海

外研究所）による研究開発活動のインプットに

着目し，海外子会社の属する産業，本国別の特

徴を明らかにしている。そのなかで製品開発活

動についても分析し，海外子会社は，多国籍企

業内と現地環境の双方から，製品開発のイン

プットを求めている実態を明らかにしている。

� Pearce の研究

Pearce（１９９９a）は，イギリスに立地する生産

海外子会社と海外研究所の調査によって，イギ

リスまたは世界市場に向けた製品を開発，生

産，販売する海外子会社の方が，生産活動のみ

を実施する海外子会社よりも社内の研究所を技

術の源泉として重視していることを明らかにし

ている。また，生産海外子会社が研究所を設立

しなかった理由等について調査している。

Pearce（１９９９b）では，イギリスに立地する海

外子会社１９０社に対する質問票調査に基づい

て，詳細に製品開発のインプットを明らかにし

ている。

Pearce は，次の海外子会社の役割に注目し

た。第１に，現地（イギリス）市場へ向けて，多

国籍企業の既存製品を生産する TMR である。

第２に，多国籍企業のヨーロッパ製品供給ネッ

トワークにおいて，既存製品ラインの一部を生

産・輸出する RPS�である。第３に，多国籍

企業のヨーロッパ製品供給ネットワークにおい

て，既存製品の一部要素を生産・輸出する

RPS�である６）。第４に，現地（イギリス），ヨー

ロッパ，世界市場へ向けて，多国籍企業の既存

製品ラインにない新たな製品を開発する WPM

/RPM である。海外子会社における各役割の相

対的重要性を調査したところ，国別，産業別に

それぞれの特徴があった。製品開発の役割，す

なわち WPM/RPM に注目すると，米系海外子

会社，ヨーロッパ系海外子会社，日系海外子会

社の順に WPM/RPM の重要性を相対的に高く

評価していた。また，特に，食品，精密機器，

機械，自動車産業に属する海外子会社が WPM

/RPM の重要性を高く評価していたのに対し，

製薬，電機産業では重要性が低かった。

また，海外子会社に対して，過去の役割変化

の実態と将来の希望する役割を調査したとこ

ろ７），主に次のような傾向が明らかになった。

まず，過去に役割変化があった海外子会社は少

なく，将来に役割の変更を希望する海外子会社

も少なかった。そのなかで製品開発を実施する

役割すなわち WPM/RPM の役割変化に注目す

ると，RPS�および RPS�の役割から派生す

る傾向が示唆された。WPM/RPM が希望する

将来の役割は，RPS�がもっとも多く，製品開

発を担う海外子会社の一部は川下へ役割の拡大

を志向する傾向が示された。

さらに，それぞれの役割における技術の源泉

として，�現在生産している製品に体化されて

いる既存技術，�他拠点が導入している製品と

は異なり，かつ現地，ヨーロッパ，世界市場へ

導入している新製品から得られた多国籍企業内

の技術，�海外子会社内の研究部門の成果，�
多国籍企業内の他拠点の研究部門の成果，�他

企業との協働による研究開発成果，�現地科学

期間（大学など）の研究開発成果，	生産・技術

活動に属するメンバーとのインフォーマルな開

発と適合の相対的重要性を調査した。すると，

WPM/RPM については，他の役割と同様に，

�現在生産している製品に体化されている既存

技術の重要性がもっとも高かった。しかし，他

６）Pearce（１９９９b）は，第２の タ イ プ を RPS，第３
のタイプを RPS*としているが，本稿では前者
を RPS�，後者を RPS�と表記する。

７）海外子会社に対し，過去１０年間にもっとも支
配的な役割が変化した場合，以前の役割につい
て回答を求め調査した。また，もっとも支配的
な役割の変更を希望している場合，その役割に
ついて回答を求め調査した。
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の役割よりも�海外子会社内の研究部門の重要

性が相対的に高かった。したがって，WPM/

RPM は，既存の技術軌道に沿いながらも，創

造的な独自能力の開発と活用を意図している様

子が伺えた。

最後に，独自製品の開発を実施する海外子会

社において，�市場ニーズへの対応を意図した

自社内の研究開発成果の活用と�新製品の導入

を意図した多国籍企業内の他拠点の科学的成果

の活用の２つの技術アプローチの重要性を調査

した。概して，�自社内の研究開発成果の活用

が，�よりも主要な技術アプローチとして活用

されていた。また，日系海外子会社の方がより

双方の技術アプローチを併用する傾向が強く，

ヨーロッパ系海外子会社は�のアプローチを重

視していた。また，食品，精密機器，化学産業

に属する海外子会社が双方のアプローチを活用

する傾向が強く，製薬産業に属する海外子会社

はより�のアプローチを活用していた。技術集

約的産業とされる自動車と電機産業において

は，双方のアプローチとも重要性は低かった。

以上のように，Pearce は，海外子会社の製

品開発活動（WPM/RPM）における，技術の源

泉，技術のアプローチ等について，海外子会社

の国籍・産業別の特徴を明らかにしている。ま

た，技術の源泉と技術のアプローチについて，

多国籍企業内部と現地環境の双方から多面的な

分析を行っている。

� Manea & Pearce の研究

Manea & Pearce（２００６）は，中央・東ヨーロッ

パ（CEE）に立地する海外子会社３９社による質

問票調査に基づいて，海外子会社によるグロー

バルな製品開発活動にも着目し，海外子会社の

活動を分析している。

Manea らは，戦略的目的に応じて海外子会

社の役割を次の４つに分類した。第１に，現地

市場と他の CEE 市場において，既存製品の供

給を拡張するために多国籍企業を支援する MS

型の役割である。第２に，既存市場において，

既存製品の供給における多国籍企業の競争力改

善を支援する ES 型の役割である。第３に，現

地市場と他の CEE 市場において，新製品を開

発するために現地の創造的な資源を活用する

KS１型の役割である。第４に，西ヨーロッパ

市場において，新製品を開発するために重要か

つ創造的な資源と能力を活用する KS２型の役

割である。

このように，Manea らは，海外子会社のグ

ローバルな製品開発活動にも注目し，各役割の

相対的重要性を調査した。概して，KS２型よ

りも KS１型の重要性が高かったものの，産業

別，本国別に若干の特徴がみられた。電機産業

に属する海外子会社は，他の産業に比べ KS１，

KS２型の役割の重要性が高かった。また，ア

ジア系海外子会社は，北アメリカ，西ヨーロッ

パ系海外子会社と比べ，KS１型と KS２型の重

要性を同等に評価する傾向があった。ただし，

半数以上の海外子会社が，製品開発を実施して

いなかった。

さらに，Manea らは，海外子会社の技術の

源泉として次の７点に着目した。第１に，海外

子会社が生産している多国籍企業の既存製品に

体化されている技術である。第２に，海外子会

社が自市場向けに開発する新製品からなる多国

籍企業の技術である。第３に，現地市場に確立

されている技術である。第４に，中央・東ヨー

ロッパの海外子会社で実施された研究開発の成

果である。第５に，海外子会社の技術要員と生

産要員による非公式な程度の強い開発・改善活

動である。第６に，現地の科学機関が海外子会

社向けに実施した研究開発である。第７に，現

地企業との協働によって実施した研究開発であ

る。それぞれの技術的源泉の相対的な重要性を

調査し，国籍別，産業別の特徴を明らかにして

いる。この他，Manea らは，海外子会社が製

品を供給する市場，中央・東ヨーロッパの経済

環境にも注目している。

以上のとおり，Manea ＆ Pearce は，主に中

央・東ヨーロッパに立地する海外子会社による
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研究開発活動の技術の源泉を明らかにしてい

る。このなかで，製品開発活動を対象市場に

よって分類し明らかにしているが，それぞれの

技術源泉の相違については調査していない。

� 小括

以上が，インプットに着目した研究の概要で

ある。そこでは，製品開発を実施する海外子会

社がどのようなアイディア，技術的源泉を活用

し，どのような技術的アプローチを用いている

のかという，インプットを重視した研究がなさ

れている。

また，Pearce & Singh（１９９２，１９９７）では，イ

ンプットの分析に際し，多国籍企業内だけでな

く，現地の販売拠点や顧客にも注目している。

そのため，技術要因だけでなく市場要因も重視

した分析を行っている。その他の Pearce &

Papanastassiou（１９９６a，１９９６b，１９９７），Pearce

（１９９９a，１９９９b），Manea & Pearce（２００６）の研究

では，主に技術要因に着目してインプットの分

析を行っている。

以上のインプットに着目した研究では，海外

子会社は，多国籍企業内部だけでなく，現地環

境に蓄積された技術を活用し，現地環境の各主

体との協働によって製品開発を実施する実態が

明らかにされている。さらに，国籍別，産業別

の分析がなされており，それぞれの特徴を明ら

かにされている。このように，インプットにつ

いて多面的かつ詳細な分析がなされている。

４．アウトプットに着目した研究

製品開発には，技術の活用などのインプット

の側面だけでなく，文字通り製品などのアウト

プットが必ずともなうという側面もある。こう

したアウトプットには，製品そのものだけでな

く，技術，特許などさまざまなものが考えられ

る。このようなアウトプットの生成に対して，

必要となるインプットも考慮し分析を行ってい

る研究もある。これらのインプットのみならず

アウトプットにも着目した研究を「アウトプッ

トに着目した研究」として分類する。

� Bartlett & Ghoshal の研究

Bartlett & Ghoshal（１９８９）は，米国多国籍企

業（GE，P&G，ITT），ヨーロッパ多国籍企業

（フィリップス，ユニリーバ，エリクソン），日

本多国籍企業（松下，花王，NEC）の事例研究

に基づいて，多国籍企業におけるイノベーショ

ンを４つに類型化している。また，インプット

とアウトプットの両面に着目してそれぞれのイ

ノベーション活動を分析し，マネジメント上の

課題を指摘している。

第１は，集中型イノベーションである。本国

の環境や本国親会社の有する資源を活用し，本

国親会社が開発した製品や生産工程を世界各国

で活用する活動を指す。このタイプでは，イノ

ベーション成果の迅速かつ効率的な生成と活用

が可能になりやすい。その一方で，本国親会社

に開発活動が集中しているため，各国の市場

ニーズへのきめ細やかな対応が容易ではない。

この活動の結果，NEC では，性能には優れて

いたものの，ユーザーである米国の電話会社の

ニーズに対応する製品を当初は開発できなかっ

た。こうした集中型イノベーションのリスクを

軽減するためには，海外子会社を開発プロジェ

クトに参画させたり，適切な権限の配分をはか

るなどの組織メカニズムの整備が必要になると

している。

第２は，分散型イノベーションである。海外

子会社の資源と能力を活用し，現地市場のニー

ズに対応するために新製品を開発する活動を指

す。このタイプでは，現地市場に立地する海外

子会社がイノベーションを実施するため，現地

市場のニーズへきめ細やかに対応した成果が期

待できる。しかしながら，このタイプの活動を

実施する海外子会社では，過度の分権化が進み

がちであり，多国籍企業全体では製品の重複な

どの事業の不効率が生じる恐れがある。フィ

リップスでは，海外子会社が現地市場向けに開
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発した製品は，結果的に本国親会社による製品

とほとんど変わらなかったという例があった。

こうしたリスクを少なくするためには，海外子

会社のマネージャーと本国親会社の意思決定プ

ロセスを結合するような組織メカニズムが必要

であるとしている。

第３は，現地活用型イノベーションである。

海外子会社の資源と企業家精神を利用し，その

上でそれらをテコに世界各国で活用可能な成果

を開発する活動を指す。これによって，多国籍

企業は，各国に立地する海外子会社のなかから

もっとも創造的な資源と開発能力を利用し，企

業全体に利益をもたらすことができる。また，

ある地域で発生した市場ニーズに対応し，それ

を利用して他の地域で同種のニーズを誘発でき

る可能性もある。しかし，海外子会社によるイ

ノベーションの成果は，必ずしも容易に移転さ

れるわけではない。新しい環境がある特定の製

品やプロセスに適合しないこともあり，NIH

症候群８）が問題を引き起こす可能性もある。ユ

ニリーバでは，西独海外子会社が開発した製品

を他のヨーロッパの海外子会社に移転できず，

フランスの海外子会社が同種の製品の開発に着

手する例があった。こうしたリスクを防ぐに

は，適切な調整メカニズム，移転メカニズムが

必要になるとしている。

第４は，世界結合型イノベーションである。

各国に分散する能力と資源を，本国親会社と海

外子会社が強力な関係を築いて協働で実施する

イノベーション活動を指す。各国の海外子会社

の資源活用と，世界的なチャンスへの対応の双

方を達成しようとする活動である。しかしなが

ら，この活動には，多大な内部調整コストがと

もなう。たとえば，ITT では，ヨーロッパ海

外子会社との協働によって製品開発を試みた

が，業務調整に時間と費用がかかり，最終的に

赤字を計上する結果となった。こうしたリスク

を軽減するためには，効率的な内部調整が必要

となるとしている。

以上のように，Bartlett & Ghoshal は，主に

製品開発に注目して多国籍企業におけるイノ

ベーションを類型化し，それぞれのインプット

とアウトプットを分析し，アウトプットの生成

を可能とするための組織メカニズムの重要性を

指摘している。４つの類型のうち，分散型イノ

ベーションは海外子会社の現地市場向けの製品

開発活動でもあり，現地活用型イノベーション

は海外子会社による世界市場向けの製品開発活

動でもある。

� Niosi & Godin の研究

Niosi & Godin（１９９９）は，カナダ系多国籍企

業１８社の海外子会社２２社に対する質問票調査

に基づいて，カナダ系 R&D 海外子会社（海外

研究所も含む）の特徴を明らかにし，製品開発

のインプットとアウトプットを分析している。

まず，Niosi & Godin は，カナダ系 R&D 海

外子会社の特徴を調査した。その結果，カナダ

系 R&D 海外子会社は，買収によって設立され

ることが多く（７７％），研究開発のなかでも特に

商業的応用研究，製品開発を重要な目的として

いた。これらの海外子会社による活動の地理的

な対象に注目すると，８２％ の R&D 海外子会社

が世界市場を志向し，７１％ が現地市場を志向

し，４６％ が現地市場で生産しカナダ本国市場

へ販売する製品の計画を実施していた９）。

R&D 海外子会社の設立理由は，顧客・市場

への接近，海外子会社による要請，現地生産拠

点の支援などの需要要因がもっとも重要な理由

であり，熟練労働者の採用や，技術探索は次善

の理由だった。また，８１.８％ の R&D 海外子会

社が，すべての研究開発費を内部調達してい

た。本国親会社から調達していたのは９％ だっ
８）NIH（Not Invented Here）症候群とは，自分のと

ころ以外の場所で生まれたアイディアや解決策
に 対 す る マ ネ ー ジ ャ ー の 拒 絶 反 応 を 指 す

（Bartlett & Ghoshal，１９８９，p.２４８，邦訳書，p.
３０９）。 ９）複数回答による比率。
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た。研究開発費は，主に製品開発（３９％），商業

的応用研究（３８％）へ割り当てられていた。

活動の主なアウトプットは，試作装置・素材

（８２％），内部報告書（５５％），アルゴリズムとソ

フトウェア（４５％）だった１０）。また，R&D海外

子会社は，概して高い自律性を有していた。ア

イディア，イニシアティブの主な源泉は，現地

および海外の顧客，生産，販売拠点であり，そ

れに比べると本国親会社の重要性は低かった。

さらに，Niosi & Godin は，海外子会社を対

応する戦略によって３つに分類した。

第１に，関連多角化型戦略に対応する海外子

会社である。調査対象の大半の海外子会社がこ

のタイプに属していた。このタイプの海外子会

社は高い自律性を有し，研究開発費を内部で調

達している。ここでのプロジェクトやイニシア

ティブに，本国親会社はほとんど関与していな

い。現地，世界（本国のカナダを含む）市場向け

の製品開発を実施し，重要なアウトプットは，

試作装置，試作材料である。

第２に，垂直統合型戦略に対応する海外子会

社である。先のタイプよりはいくらか低いが，

高い自律性を有している。ここでの研究開発費

の拠出やプロジェクトの一部には，本国親会社

も参与している。主なアウトプットは，内部報

告書と試作品である。

第３に，グローバル型戦略に対応する海外子

会社である。この戦略を実行していた多国籍企

業は１社だけだった。このタイプに属する海外

子会社の自律性は低く，本国親会社が海外子会

社の活動を監督している。そのため，ここでは

国際的な調整とコミュニケーションが重要にな

る。また，本国親会社が，アイディアやイニシ

アティブの主要な源泉となっている。重要なア

ウトプットは，アルゴリズムとソフトウェアで

ある。

以上のように，Niosi & Godin は，カナダ系海

外子会社の特徴を明らかにし，その役割（対応

する戦略）とインプット，アウトプットの関係

について分析している。そこでは，現地環境と

多国籍企業内の双方に着目し，さらに技術要

因，市場要因の双方にも着目し分析を行ってい

る。

� Andersson, Forsgren & Holm の研究

Andersson, Forsgren & Holm（２００２）は，ス

ウェーデン多国籍企業１３社とその海外子会社

９７社に対するインタビュー調査に基づき，外

部ネットワークへの埋め込みが，海外子会社の

市場成果と多国籍企業内の他拠点の能力開発に

及ぼす影響を分析した。

Andersson らは，外部ネットワークの埋め

込み度として，�事業の埋め込み度と�技術の
埋め込み度の２点に着目した。前者は，もっと

も重要な顧客とサプライヤーとの関係によって

自社の事業方法を適合する程度，顧客およびサ

プライヤーと直接的に接触している職能領域の

数によって測定した。後者は，顧客およびサプ

ライヤーとの関係によって製品開発活動と生産

活動を適合させる程度で測定した。

海外子会社の市場成果は，海外子会社の収益

性，売上高，市場シェアに対して，本国親会社

が期待する程度によって測定した。多国籍企業

内の他拠点の能力開発に対する重要性は，他拠

点の製品開発活動，生産活動の技術開発におい

て，本国親会社が焦点海外子会社の重要性を評

価する程度によって測定した。

Andersson らは，分析結果より次の３点を

明らかにしている。第１に，技術の埋め込み度

は，海外子会社の市場成果につながる可能性が

高い。第２に，技術の埋め込み度は，他拠点の

能力開発の重要性につながる可能性が高い。第

３に，事業の埋め込み度は，技術の埋め込み度

を介して，市場成果と能力開発の重要性に影響

する。したがって，Andersson らは，海外子

会社と現地企業との緊密な関係が，海外子会社

の市場での位置づけを改善するのと同時に，多１０）複数回答による比率。
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国籍企業内の他拠点の能力開発に対する貢献に

もつながるため，外部ネットワークの重要性を

指摘している。

以上の結果から製品開発に注目すると，外部

の顧客，サプライヤーと事業・製品開発の両面

で緊密な関係を築いた海外子会社の製品開発活

動は，海外子会社の市場成果だけでなく，多国

籍企業内の他拠点の製品開発活動にも貢献する

ことが明らかにされている。

� Iwata, Kurokawa & Fujisue の研究

Iwata, Kurokawa & Fujisue（２００６）は，日本

多国籍企業の在米 R&D 海外子会社（７９社）に対

する質問票調査に基づき，R&D 海外子会社に

おける知識フロー，知識の蓄積が海外子会社の

業績に及ぼす影響を分析した。Iwata らは，製

品開発のアウトプット（製品開発数）を変数「量

的な知識の蓄積�」の構成要素のひとつとして

分析しており，主に製品開発活動を分析してい

るわけではない。しかし，後述するように製品

開発に対して追加的かつ興味深い分析を行って

いるため，レビュー対象とする。

Iwata らは，知識フローについて，�技術知

識のフロー，�市場知識のフロー，�海外子会

社－本国親会社間の知識のフロー，�現地環境

－海外子会社間の知識のフロー，�海外子会社

間の知識フローの５点に着目した。知識の蓄積

は，１）量的な知識の蓄積�（公刊論文数），２）量

的な知識の蓄積�（特許，著作権，新製品の

数），３）質的な知識の蓄積（海外子会社の知識と

本国親会社および米国内生産・販売子会社の知

識の結合によって独自の R&D 成果を生成した

程度，本国親会社と他の R&D 拠点に対しアド

バイスや支援を実施した程度）の３点に着目し

た。業績は，各種の技術的成果，財務的成果の

双方から測定した。Iwata らは，これらの知識

フロー，知識の蓄積と戦略的要因，組織的要因

が，海外子会社の業績に及ぼす影響を分析し

た。

その結果，まず，知識フローの決定因にかか

わる結論として次の３点を指摘した。第１に，

R&D 戦略は，知識フローの水準，特に市場知

識のフローと水平的知識のフローの水準を決定

づける。第２に，R&D 戦略は本国親会社と海

外子会社間の技術知識のインフローとアウトフ

ローの効果を相殺する傾向がある。第３に，組

織的要因（プロセス指向のインセンティブ）は知

識フローを促進する。次に，知識の蓄積の決定

因にかかわる結論として，戦略的要因の方が，

組織的要因よりも知識の蓄積を決定づける傾向

があることを指摘した。

また，Iwata らは，製品開発に関して追加的

な分析を行っている。現地環境－海外子会社間

の知識フローが製品開発数へ及ぼす影響を分析

した。その結果，過度の知識フローは製品開発

成果の生成を妨げる可能性を確認し，知識フ

ローには「最適水準」がある可能性を指摘してい

る。

最後に，海外子会社の業績の決定因にかかわ

る結論として，次の２点を指摘した。ひとつ

は，市場知識のフローと垂直的知識フローは，

他の知識フローよりも，R&D 海外子会社の業

績向上に貢献する。もうひとつは，業績に関し

ては，組織的要因の方が戦略的要因よりも重要

となることを指摘している。

以上のとおり，Iwata らは，技術と市場，お

よび現地環境と多国籍企業内の双方の要因を分

析し，製品開発のインプットでもある知識とア

ウトプットの関係を詳細に解明している。ま

た，組織的要因と戦略的要因がアウトプットの

生成に大きな影響を及ぼすことも明らかにして

いる。

� 小括

以上がアウトプットに着目した研究の概要で

ある。そこでは，海外子会社によるイノベー

ション（製品開発）には，分散型と現地活用型が

あり，海外子会社は，世界各国の資源や知識な

どのインプットに基づいて，現地市場だけでな

く世界市場に向けたアウトプットを創造するこ
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とが明らかにされている（Bartlett & Ghoshal，

１９８９）。ただし，多国籍企業内部に適切な組織

メカニズムが整備されていなければ，そうした

アウトプットの創造や活用は難しいことも指摘

されている。また，インプットとアウトプット

との関係については詳しく分析していないもの

の，世界市場向けの活動を重視する海外子会社

の戦略的要因，アウトプットを明らかにした研

究もある（Niosi & Godin，１９９９）。

Andersson, Forsgren & Holm（２００２），Iwata,

Kurokawa & Fujisue（２００６）は，製品開発のイ

ンプットとアウトプットを詳細に分析してい

る。その結果，海外子会社の現地環境のネット

ワークは，海外子会社の市場業績と多国籍企業

内の他拠点の製品開発活動へ貢献し（Anders-

son，Forsgren & Holm，２００２），海外子会社の

知識の活用が，組織的要因と戦略的要因によっ

て促進され，新製品開発数，海外子会社の業績

などのアウトプットにつながることを明らかに

している（Iwata, Kurokawa & Fujisue，２００６）。

さらに，Iwata らは，過度の知識フローは，新

製品開発数というアウトプットの生成に負の影

響を及ぼし，知識フローには「最適水準」が存在

する可能性も指摘している。

このように，アウトプットに着目した研究で

は，技術と市場，および現地環境と多国籍企業

内部の双方の要因に着目し，海外子会社の製品

開発活動についてインプットとアウトプットと

の関係を詳細に分析している。さらに，アウト

プットの生成には，組織・戦略的要因も重要な

影響を及ぼすことを指摘している。以上のこと

から，アウトプットに着目した研究は，イン

プットに着目した研究を包含し，かつ拡張した

研究であると考えられる。

５．活動の変化プロセスに着目した研究

上述したように，製品開発を実施する海外子

会社，世界市場向けの製品開発を実施する海外

子会社は，伝統的な多国籍企業の理論では想定

していない現象であった。既述の活動の変化に

着目した研究では，類型化を通して海外子会社

が多様な製品開発活動を実施している事実を指

摘し，そうした活動が世界市場向けの活動へと

変化する事実も明らかにした。その一方で，活

動が変化プロセスについては詳細な分析を行っ

ていなかった。こうした先行研究の発見事実や

課題を踏まえ，海外子会社の製品開発活動の変

化プロセスを特に重視し分析した研究も行われ

ている。

� 椙山の研究

椙山（２００５，２００９）は，ホンダの海外製品開発

拠点など日本多国籍企業の海外子会社の事例研

究に基づいて，海外子会社が独自製品を開発す

るように変化するプロセスを分析している。

１９７５年に，本田技術研究所カリフォルニア

が設立された。そこでは，新商品企画の提案，

現地の市場ニーズなどの情報収集と提供，本国

の製品開発テーマの企画・テストの後援などを

業務内容としていた。同研究所は，１９８１年に

HRA（Honda Research of America）へ改称さ

れ，１９８４年に法人化された。他方，オハイオ

にある生産拠点に駐在する技術支援メンバーが

HRA オハイオとして組織統合された。この

HRA オハイオでは，８０年代後半より既存製品

の派生モデルの開発へ業務内容をシフトするよ

うになった。やがて，HRA は１９９２年には初め

て本国親会社のホンダの助力なしで，独自製品

を開発するようになった。その際には，現地の

顧客，工場，サプライヤーの知識を活用してい

るが，それは本国親会社の統合によっても可能

となった。その後，HRA は製品開発拠点とし

て自立し，独自製品を継続して開発している。

この他に，椙山（２００９）では，日本多国籍企業

M 社のカーオーディオ事業における海外製品

開発拠点の事例研究も行っている。

椙山は，現地の知識の活用，現地適応，本国

親会社による統合の観点から，上述の変化プロ

セスを分析した。その結果，現地知識の活用は
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現地適応だけでなく，本国親会社の統合によっ

ても可能となったこと，それが海外子会社が独

自製品を開発するような役割変化につながった

ことを明らかにしている。

以上のように，椙山は海外子会社，本国親会

社，現地環境の３点に着目し，海外子会社が独

自製品を開発するように至るまでの変化プロセ

スを経時的に分析している。また，市場と技術

の双方の要因にも着目し分析を行っている。

� 吉原の研究

吉原（１９９２）は，富士ゼロックスを事例研究の

対象に，海外子会社の製品開発活動がグローバ

ルな成果を生成するまでの変化プロセスを経時

的かつ詳細に分析している。

富士ゼロックスは，１９６２年に富士写真フィ

ルムと英国ランク・ゼロックスの合弁（出資比

率５０：５０）により設立された。しかし，富士ゼ

ロックスの本国親会社は実質的には米国ゼロッ

クスである１１）。ゼロックスグループの製品は，

米国ゼロックスで集中し行っていた。ところ

が，富士ゼロックスは，販売子会社として設立

されたのにもかかわらず製品開発に着手するよ

うになった。１９７２年に，当時は世界最小の複

写機の開発に成功した。さらに，１９７８年には

第２の複写機の開発に成功した。これらの自主

開発製品は，ゼロックスグループの海外子会社

へ移転されている。また，米国ゼロックスのな

かに富士ゼロックスを研究するチームが創設さ

れた。富士ゼロックスは，製品だけでなくマー

ケティングシステムなどでも優秀な成果を生み

出し，その成果はゼロックスグループへ移転さ

れ活用されるようになった。富士ゼロックス

は，日本市場において成功するだけでなく，ゼ

ロックスグループ全体へ貢献する海外子会社へ

成長を遂げた。

しかし，富士ゼロックスは順調に成功へのプ

ロセスを歩んだわけではなかった。自主開発

は，米国ゼロックスが開発した製品では日本市

場のニーズに対応できず，はかばかしい成果を

あげられなかったための苦肉の策であった。し

かも，日，米，英の各本国親会社は，いずれも

富士ゼロックスの自主開発に反対していたた

め，同社の経営陣は製品開発プロジェクトを秘

密裏に進めなければならなかった。初めて自主

開発した製品は，日本市場ですぐにヒット製品

になったものの，他拠点への移転には時間を要

した。その後，第２の自主開発に着手したの

も，米国ゼロックスが日本市場に適した製品を

開発できなかったためであった。結局，富士ゼ

ロックスが開発した第１，第２の製品は，その

優秀性にもかかわらず米国ゼロックスが導入す

ることはなかった。それは，単に米国ゼロック

スが同種製品の販売に消極的であったからだけ

でなく，同社側の NIH 症候群も影響してい

た。

吉原は，このようなプロセスを詳細に分析

し，次の３点を富士ゼロックスの成功の鍵要因

として指摘している。第１に，製品と技術の優

秀性である。しかし，競合企業の台頭，キャッ

チアップによってこの要因の重要性は次第に低

くなったとしている。第２に，自主経営であ

る。これが，富士ゼロックス側の能動的な本国

親会社の技術吸収と製品イノベーションを可能

とした。また，富士ゼロックス社の自主経営に

は，本国親会社とのコンフリクトがともなった

ことも見落としてはならないとしている１２）。第

３に，日本の環境の利点である。この利点に

は，�日本経済の成長と OA 化の進展，�市

場（顧客）の厳しさ，�競争企業の多さ，�発達

した関連企業，協力会社の存在，�日本的経営

の強みをあげている。

以上のように，吉原は，海外子会社がグロー

１１）吉原（１９９２），p.２０１。

１２）ただし，吉原（１９９２）は，富士ゼロックス社，米
国ゼロックス社，英国ランク・ゼロックス社の
各社長間に信頼関係があり，それが富士ゼロッ
クス社の自主経営を可能とし，成功につながっ
たことも指摘している。
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バルな製品開発活動を実施するまでの変化プロ

セスを詳細かつ経時的に分析した。その結果，

主に海外子会社，現地環境に着目した分析を

行っている。また，市場要因，技術要因の双方

からの分析を行っている。

� 遠原の研究

遠原（２００３）は，富士ゼロックスの事例研究に

よって，海外子会社が独自製品を開発し，多国

籍企業内の他拠点に向けた製品開発拠点となる

までのプロセスを分析している。そこでは，主

に現地環境，海外子会社の経営資源と創発性に

着目して分析を行っている。

また，遠原（２００７）は，キャタピラー三菱の事

例研究によって，海外子会社が多国籍企業内の

他拠点向けのグローバルな製品開発活動を実施

するように至るまでのプロセスを分析してい

る。

１９６３年に，キャタピラー三菱は，米国キャ

タピラーと日本の三菱重工業との合弁により設

立された。設立当初は，米国キャタピラー製品

のトラクタ系建設機械の製造を業務内容として

いた。その後，米国キャタピラーの生産，管理

技術を十分に吸収したキャタピラー三菱は，基

幹部品のパワートランスミッションの国産化に

成功した。それと前後し，米国キャタピラー

は，キャタピラー三菱の技術力の卓越性を評価

し，新製品の試作開発を委託するようになっ

た。この製品開発の成功により，キャタピラー

三菱は小型機のグローバルな生産拠点としての

役割を獲得した。さらに，１９８６年にキャタピ

ラー三菱は，キャタピラーグループにおける油

圧ショベルのグローバルな開発・生産拠点とな

り，新キャタピラー三菱として再発足した。

遠原は，現地環境，海外子会社の経営資源，

海外子会社の自律性という３つの観点からなる

分析枠組を構築し，上述の海外子会社の役割が

グローバルな製品開発拠点へ変化するプロセス

を分析した。その結果，この３つの相互作用

が，海外子会社の役割変化へつながることを確

認し，分析枠組を検証している。また，主に海

外子会社に蓄積される技術力に着目した分析を

行っている。ただし，遠原は，海外子会社の役

割変化には，本国親会社主導のグローバル戦略

を考慮する必要性も指摘している。

� 島谷の研究

島谷（２００７）は，米国多国籍企業の在日海外子

会社 K 社の事例研究に基づいて，海外研究開

発拠点がグローバルな製品開発活動を担うよう

変化するまでのプロセスを詳細に分析してい

る。

１９７７年，K 社は，日本の販売代理店の支援

を目的に本国親会社の１００％ 出資により設立さ

れた。その後１９８５年にテクニカルセンター，

１９８８年に R&D センターが設立され，本国親会

社の技術が K 社へ移転された。やがて K 社

は，現地サプライヤー C 社と共同開発を実施

するようになり，同社との技術的相互依存関係

に基づいて独自の製品開発能力を構築していっ

た。これが，K 社の日本人マネージャーのイニ

シアティブと結びつき，K 社は１９９４年には現

地市場向けの製品開発を実施するようになり，

２００３年には世界市場向けの製品開発を実施す

るようになった。

以上のように，島谷は，海外子会社がグロー

バルな製品開発活動を実施するように至るまで

のプロセスを詳細に分析した。その結果，�現

地企業との技術的相互依存関係に基づく R&D

海外子会社の独自能力の構築と�海外子会社の

イニシアティブの連鎖が，海外子会社の製品開

発活動の変化プロセスの鍵要因となることを明

らかにしている。以上のように，島谷は，主に

技術要因，海外子会社と現地環境に着目した分

析を行い，Ronstadt（１９７７，１９７８）が指摘した製

品開発活動の変化プロセスを検証している。

� 小括

以上が，活動の変化プロセスに着目した研究

の概要である。そこでは，椙山（２００５，２００９）を
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除き，海外子会社が世界市場向け（多国籍企業

内の他拠点向け）製品も開発するようになるプ

ロセスを明らかにしている。また，現地の市場

ニーズ（吉原，１９９２），海外子会社の経営資源

（遠原，２００３，２００７），現地の知識（椙山，２００５，

２００９；島谷，２００７）などインプットにも着目し

て分析を行っている。吉原（１９９２），椙山（２００５，

２００９）は，技術と市場の双方の要因に着目し，

遠原（２００３，２００７），島谷（２００７）は，主に技術要

因に着目し分析を行っている。また，椙山

（２００５，２００９）を除き，吉原（１９９２）等の研究では

現地環境と海外子会社の要因を重視して分析を

行っている。

以上の活動の変化プロセスに着目した研究で

は，海外子会社が現地市場向けの製品開発活動

を実施する段階から，世界市場向けの活動を実

施する段階に至るまでのプロセスを分析し，そ

れぞれの活動におけるインプットとアウトプッ

トとの関係も分析している。したがって，活動

の変化プロセスに着目した研究では，活動の変

化に着目した研究だけでなく，インプットに着

目した研究，アウトプットに着目した研究も包

含する研究であると考えられる。

６．結び

以上のとおり，多国籍企業研究の潮流を概観

し，研究開発における製品開発の位置づけを確

認した。また，製品開発に対する視点に基づ

き，海外子会社による製品開発に関連する先行

研究を分類し検討してきた。その結果の要約は

表１のとおり表される。これらの４つに分類し

た研究には，それぞれの次のような課題がある

と考えられる。

活動の変化に着目した研究には，次の２つの

課題があると考えられる。

第１に，活動の変化に着目した研究では，製

品開発活動のインプットとアウトプットの側面

にはほとんど注目していない。つまり，海外子

会社がどのような製品開発を実施しているか，

どのように製品開発成果を生み出しているのか

という点については，詳細に分析していない。

Behrman & Fischer（１９８０a）の事例研究では，

現地市場のニーズ等が海外子会社の製品開発活

動へ影響を及ぼすことが示されているが，イン

プットの解明に主眼をおいて分析されていな

い。活動の変化に着目した研究では，海外子会

社が，現地市場向けあるいは世界市場向けの製

品開発を実施している，その活動内容は次第に

世界市場向けに変化するという事実の指摘に留

まっている。

第２に，海外子会社がグローバルな製品開発

活動を実施するように変化するプロセス，要因

については詳細に解明していない。Ronstadt

（１９７７，１９７８）では，製品開発活動の変化プロセ

スにも分析を加えている。しかし，従業員数の

増加と事業目的の変化という海外子会社内部の

要因のみに着目して分析しており，詳細に解明

したとは言いがたい。というのも，表１が示す

ように，この他の多くの先行研究では，海外子

会社の製品開発活動には本国親会社，現地環

境，多国籍企業内部の要因も影響することが明

らかにされているからである。したがって，活

動の変化に着目した研究の発見事実は，海外子

会社がいかにしてグローバルな成果を生成する

ように発展するのかという点に関しては，十分

な説明力を有していない。

インプットに着目した研究には，次の２つの

課題があると考えられる。

第１に，製品開発活動をひとつに分類し分析

している。たとえば，LIL（現地の生産, 販売

拠点と協働し製品開発を実施する役割）あるい

は WPM/RPM（現地，地域，世界市場へ向け

て，多国籍企業の既存製品ラインにない新たな

製品を開発する役割）というように, 製品開発

活動をひとつに集約してとらえている。そのた

め，海外子会社による多様な製品開発活動（す

なわち，現地市場向け活動あるいは世界市場向

け活動）には着目していない。したがって，こ

れらのインプットが海外子会社の多様な活動や
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産
業

ア
メ
リ
カ
,日
本

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
他
・
海
外
子
会
社
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な
製
品
開
発
活
動

・
海
外
子
会
社
の
製
品
開
発
の
技
術
的
源
泉

B
ar
tl
et
t
&
G
ho
sh
al（
19
89
）

一
時
点
定
性
複
数
産
業

ア
メ
リ
カ
,日
本

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
・
海
外
子
会
社
の
製
品
開
発
成
果
の
影
響
因

・
多
国
籍
企
業
内
部
の
組
織
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
重
要
性

N
io
si
&
G
od
in（
19
99
）

一
時
点
定
量
複
数
産
業
カ
ナ
ダ

・
カ
ナ
ダ
系
R
&
D
海
外
子
会
社
の
特
徴

・
製
品
開
発
活
動
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
，
戦
略

A
nd
er
ss
on
,F
or
sg
re
n
&
H
ol
m（
20
02
）

一
時
点
定
量
複
数
産
業
ス
ウ
ェ
ー

デ
ン

・
海
外
子
会
社
の
製
品
開
発
成
果
の
影
響
因

・
海
外
子
会
社
の
現
地
環
境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
重
要
性

Iw
at
a,
K
ur
ok
aw
a
&
F
uj
is
ue
（
20
06
）

一
時
点
定
量
複
数
産
業

日
本

・
海
外
子
会
社
の
製
品
開
発
成
果
の
影
響
因
，
知
識
フ
ロ
ー
の
最
適
水
準

・
多
国
籍
企
業
内
部
の
組
織
的
要
因
，
戦
略
的
要
因
の
異
な
る
機
能

椙
山（
20
05
，
20
09
）

経
時
的
定
性

自
動
車

日
本

・
海
外
子
会
社
の
製
品
開
発
活
動
変
化（
自
主
開
発
ま
で
）の
影
響
因

・
現
地
知
識
の
活
用
に
お
け
る
本
国
親
会
社
の
重
要
性

吉
原（
19
92
）

経
時
的
定
性

電
機

ア
メ
リ
カ
・
海
外
子
会
社
の
製
品
開
発
活
動
変
化
の
影
響
因

・
現
地
市
場
ニ
ー
ズ
，
海
外
子
会
社
の
自
主
性
の
重
要
性

遠
原（
20
03
，
20
07
）

経
時
的
定
性

機
械

ア
メ
リ
カ
・
海
外
子
会
社
の
製
品
開
発
活
動
変
化
の
影
響
因

・
現
地
環
境
、
海
外
子
会
社
の
資
源
，
自
律
性
の
重
要
性

島
谷（
20
07
）

経
時
的
定
性
精
密
機
器
ア
メ
リ
カ
・
海
外
子
会
社
の
製
品
開
発
活
動
変
化
の
影
響
因

・
現
地
環
境
、
海
外
子
会
社
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
重
要
性

表
１
先
行
研
究
の
概
要

注
：
研
究
の
焦
点
に
お
い
て
，

は
重
点
的
に
分
析
を
行
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
，

は
部
分
的
も
し
く
は
補
助
的
な
分
析
を
行
っ
て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
M
N
C
は
多
国
籍
企
業
の
略
。
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アウトプットにそれぞれどのように影響するの

かは解明していない。Manea & Pearce（２００６）

は，海外子会社の製品開発活動を現地・CEE

市場と他のヨーロッパ市場によって分類してい

るが，それぞれの活動と供給市場，技術の源泉

との関係については分析していない。したがっ

て，明らかにしたアイディア・技術的源泉，技

術的アプローチなどのインプットが，現地市場

向けの製品開発活動と世界市場向け製品開発活

動に対して，それぞれどのような影響を及ぼす

のかは分析されていない。同様の理由により，

これらのインプットによってどのようなアウト

プットを生成しているのかも詳しく解明してい

ない。

第２に，インプットに着目した研究では，ほ

とんどが技術的なインプットに焦点を当ててい

る。アウトプットに着目した Bartlett & Ghos-

hal（１９８９），Iwata, Kurokawa & Fujisue（２００６）

等では，市場ニーズあるいは市場に関する知識

などの市場要因も海外子会社による製品開発活

動と成果に多大な影響を及ぼすことが明らかに

されている。活動の変化プロセスに着目した吉

原（１９９２）も同様の指摘を行っている。しかしな

がら，Pearce & Singh（１９９２，１９９７）では，現地

の販売拠点等も分析し市場要因も考慮している

が，その他のインプットに着目した研究では技

術の源泉，技術のアプローチに焦点を当ててい

る。

アウトプットに着目した研究には，次の２つ

の課題があると考えられる。

第１に，一時点の海外子会社の分析に基づく

ため，海外子会社がそうしたアウトプットを生

成する活動を実施するようになるまでに，いか

にして発展するのかという点については十分な

説明力を有していない。

第２に，Bartlett & Ghoshal（１９８９）を除き，

現地市場向け活動のアウトプットと世界市場向

け活動のグローバルなアウトプットの差異に着

目した分析を行っていない。Bartlett & Ghoshal

（１９８９）は，海外子会社に現地市場向けの活動

（分散型イノベーション）と世界市場向けの活動

（現地活動型イノベーション）を見出し，双方の

違いを明らかにしている。しかし，それ以外の

研究では，活動の変化に着目した研究が指摘し

た多様な地理的範囲（現地市場もしくは世界市

場）に及ぶ製品開発活動を考慮してアウトプッ

トを分析していない。Andersson, Forsgren &

Holm（２００２）は，現地市場での業績と多国籍企

業内の他拠点の製品開発活動に対する貢献度と

いうアウトプットに着目しているが，双方の分

析レベルは異なる。したがって，アウトプット

に着目した研究には，活動の変化に着目した研

究の課題には十分に対応できないという問題が

残されている。

活動の変化プロセスに着目した研究には，次

の２つの課題が残されている。

第１に，分析範囲を海外子会社と現地環境に

限定している。椙山（２００５，２００９）では，本国親

会社の要因にも着目して分析を行っているが，

海外子会社のグローバルな製品開発活動は分析

していない。Pearce & Singh（１９９２）などのイン

プットに着目した研究では，海外子会社は現地

環境だけでなく，多国籍企業内部からも製品開

発のインプットを求めている実態が明らかにさ

れている。また，アウトプットに着目した

Bartlett & Ghoshal（１９８９），Iwata, Kurokawa

& Fujisue（２００６）では，製品開発のアウトプッ

トの生成には，組織的要因，戦略的要因などの

多国籍企業内部の要因も重要になることが指摘

されている。それにもかかわらず，活動の変化

プロセスに着目した研究では，本国親会社と多

国籍企業内の他拠点についての分析は詳細に

行っていない。海外子会社の自主経営，あるい

は自律性という範疇で，本国親会社との関係を

分析しているのに過ぎない。

第２に，技術集約的産業を研究対象としてい

る。グローバルな製品開発活動を分析していな

い椙山（２００５，２００９）を除き，活動の変化プロセ

スに着目した研究では，電機，機械，精密機器

産業に属する海外子会社を事例研究の対象にし

２００９．９ 海外子会社の製品開発に関する研究の課題 多田 25143（ ）

ｅｒｖｅｒ／北海道大学経済学研究／２００９　経済学研究Ｖｏｌ．５９，Ｎｏ２／本文／３　０２３～０４８　多田様  2009.08.31



ている。これらの産業は，一般に技術集約的な

産業に位置づけられているため，より技術的な

要因がはたらく可能性が高い。また，遠原

（２００３，２００７），島谷（２００７）では主に技術にかか

わる要因について分析を行っている。Bartlett

& Ghoshal（１９８９）では，現地市場のニーズの重

要性が指摘され，さらにそれらを活用した製品

開発が，時には世界市場で活用し得る製品につ

ながることを指摘している。また，Iwata,Kurokawa

& Fujisue（２００６）では市場に関わる知識の重要

性が示され，吉原（１９９２）においても市場にかか

わる要因も海外子会社の製品開発活動の変化に

重大な影響を及ぼすことを指摘している。そこ

で，技術集約的とされる以外の産業に属する海

外子会社を対象に，市場要因と技術要因がそれ

ぞれどのような影響を及ぼすのか分析する必要

がある。

以上の先行研究の課題を総括すると，海外子

会社による製品開発に関する研究の課題として

次の３点が考えられる。

第１に，海外子会社の製品開発活動につい

て，インプット，アウトプットにも焦点を当

て，グローバルな活動を実施するようになるま

での変化プロセスを解明する必要がある。

活動の変化に着目した研究では，製品開発活

動のインプット，アウトプットおよび活動の変

化プロセスを詳細に分析していなかった。イン

プットに着目した研究では，海外子会社による

多様な製品開発活動およびアウトプットとの関

係が分析されていなかった。アウトプットに着

目した研究では，一時点の分析を行っており，

また，ローカルなアウトプットとグローバルな

アウトプットを区別していない。そのため，い

かにしてそうしたアウトプットを生成するよう

になるまで発展するのかという点については説

明力が弱かった。それゆえ，活動の変化に着目

した研究の課題には十分には対応できていな

かった。したがって，これらの課題に対応する

ために，インプット，アウトプットも詳細に分

析したうえで，活動の変化プロセスを解明する

必要がある。

第２に，このプロセスを解明するためには，

海外子会社，本国親会社，多国籍企業内の他拠

点，現地環境の４つの要因に着目し，経時的か

つ定性的に分析する必要がある。表１が示すと

おり，一時点の海外子会社について定量的な分

析を行った研究のほとんどが，４つの要因に着

目した総合的な分析を試みている。その結果，

海外子会社，現地環境だけでなく，本国親会社

など多国籍企業内部の要因も，海外子会社の製

品開発活動に影響を及ぼすことが明らかにされ

ている。しかしながら，上述したように一時点

の海外子会社を定量的に分析するだけでは，活

動の変化プロセスを十分に解明することはでき

ない。そこで，経時的かつ定性的な分析が必要

となる。ところが，こうした分析を行っている

活動の変化プロセスに着目した研究では，主に

海外子会社と現地環境に焦点を当てている。し

たがって，経時的かつ定性的な分析が必要なだ

けでなく，活動の変化プロセスに着目した研究

ではほとんど焦点を当てていない本国親会社と

多国籍企業内部の他拠点の要因も考慮し，分析

を行う必要がある１３）。

第３に，市場要因と技術要因の双方に着目

し，技術集約的とされる以外の産業に属する海

外子会社を対象に分析する必要がある。既述の

とおり，海外子会社の製品開発活動がグローバ

ルな成果を生成するまでの変化プロセスに着目

した研究では，技術集約的な産業に属する海外

子会社を分析していた。インプットに着目した

研究では，主に技術的源泉に焦点を当ててお

り，市場に関わる要因はそれほど重視されてい

なかった。ところが，アウトプットに着目した

Bartlett & Ghoshal（１９８９），Iwata, Kurokawa

& Fujisue（２００６），活動の変化プロセスに着目

１３） Birkinshaw & Hood（１９９８）は，広範な先行研
究のレビュー結果に基づいて，①本国親会社の
役割指定，②海外子会社による選択，③現地環
境要因の相互作用によって，海外子会社の役割
進化が生じることを指摘している。
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した吉原（１９９２）では，市場要因の重要性も指摘

されている。そこで，技術集約的とされる以外

の産業に属する海外子会社を対象に，市場要因

と技術要因の双方について分析することで，産

業間の共通点と相違を明確にし，両要因がそれ

ぞれどのような影響を及ぼすのか明らかにする

必要がある。

海外子会社の製品開発活動に関する研究の蓄

積は乏しく，また，グローバルな成果を創出す

るように至るまでの変化プロセスはまだ十分に

分析されていない。それゆえ，上述の３つの課

題を踏まえた包括的な分析が必要になると考え

られる。
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